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も
し
も
の
災
害
に
備
え
る
た
め
の
　

　
　
森
林
保
険

大
切
に
育
て
て
い
る
森
林
が
、
こ
の
よ

う
な
自
然
災
害
や
山
火
事
の
災
害
に
あ
っ

た
と
き
の
た
め
の
制
度
が
「
森
林
保
険
」

で
す
。

森
林
づ
く
り
を
進
め
る
う
え
で
、
山
火

事
や
自
然
災
害
の
リ
ス
ク
は
避
け
ら
れ
な

い
課
題
で
す
が
、
森
林
保
険
で
備
え
る
こ

と
で
、
万
が
一
の
と
き
に
そ
の
損
害
を
保

険
金
で
補
う
こ
と
が
で
き
、
林
業
経
営
の

安
定
や
被
災
地
の
復
旧
、
再
び
植
林
す
る

た
め
に
役
立
て
る
こ
と
が
で
き
る
の
で

す
。森

林
保
険
法
に
基
づ
き
運
営
さ
れ
て
い

る
森
林
保
険
は
、
昭
和
12
年
に
国
が
運
営

す
る
森
林
火
災
国
営
保
険
と
し
て
誕
生
し

ま
し
た
。
そ
の
後
、
気
象
災
を
対
象
に
加

え
る
な
ど
の
制
度
改
正
が
重
ね
ら
れ
、
平

成
27
年
に
国
立
研
究
開
発
法
人
森
林
研

究
・
整
備
機
構
森
林
保
険
セ
ン
タ
ー
に
移

管
さ
れ
、
運
営
さ
れ
て
い
ま
す
。

森
林
保
険
に
は
、
令
和
３
年
度
末
時
点

で
8
・
2
万
件
、
57
・
1
万
ha
の
人
工
林

が
加
入
し
て
お
り
、
民
有
林
の
人
工
林
面

積
の
7
・
2
％
（
加
入
率
）
と
な
っ
て

い
ま
す
。
平
成
27
年
度
か
ら
令
和
３
年

度
ま
で
の
保
険
金
支
払
額
は
約
３
億
円

〜
７
億
円
程
度
で
推
移
し
て
お
り
、
近

年
で
は
、
風
害
で
の
支
払
い
が
多
く
を

占
め
て
い
ま
す
。

　
森
林
総
合
研
究
所
と
連
携
し
た

　
新
し
い
損
害
調
査
の
動
き

森
林
保
険
業
務
が
森
林
保
険
セ
ン
タ

ー
に
移
管
さ
れ
た
こ
と
で
、
同
じ
機
構

の
研
究
部
門
で
あ
る
森
林
総
合
研
究
所

と
連
携
し
た
、
相
乗
効
果
の
高
い
取
組
も

進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

例
え
ば
、
森
林
保
険
セ
ン
タ
ー
が
保

有
す
る
損
害
調
査
デ
ー
タ
を
用
い
た
森

林
気
象
災
害
の
リ
ス
ク
に
関
す
る
各
種

研
究
に
よ
り
、
風
害
、
雪
害
、
林
野
火

災
に
つ
い
て
の
リ
ス
ク
を
評
価
す
る
た

め
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
モ
デ
ル
の
開

発
や
、
全
国
の
干
害
の
発
生
傾
向
の
解

析
、
林
木
の
被
害
判
定
の
た
め
の
ハ
ン

ド
ブ
ッ
ク
刊
行
、
ド
ロ
ー
ン
を
活
用
し

た
損
害
調
査
手
法
な
ど
の
成
果
が
得
ら

れ
ま
し
た
。
こ
れ
ら
の
成
果
は
、
保
険

金
の
お
支
払
い
の
迅
速
化
等
に
向
け
て

活
用
さ
れ
て
い
ま
す
。

　　
山
火
事
や
自
然
災
害
の
リ
ス
ク
は

　
常
に
隣
り
合
わ
せ

何
十
年
も
の
間
、
お
金
と
労
力
を
か
け

て
大
切
に
育
て
ら
れ
、
森
林
資
源
と
し
て

充
実
し
た
人
工
林
に
は
、
山
火
事
や
自
然

災
害
に
あ
う
可
能
性
が
つ
き
ま
と
い
ま

す
。
ま
た
、
主
伐
後
の
再
造
林
や
間
伐
も

進
め
ら
れ
て
い
ま
す
が
、
植
栽
後
や
間
伐

後
の
数
年
間
は
、
特
に
災
害
に
あ
い
や
す

い
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。

昨
年
も
、
7
月
か
ら
8
月
に
か
け
て
の

大
雨
や
9
月
に
相
次
い
だ
台
風
の
襲
来
、

12
月
の
大
雪
な
ど
、
自
然
災
害
に
よ
る
被

害
が
各
地
で
発
生
し
ま
し
た
。
民
有
林
で

は
、
平
成
23
年
か
ら
令
和
２
年
の
10
年
間

に
年
間
約
１
千
ha
〜
１
万
５
千
ha
の
気
象

災
害
が
発
生
し
て
い
ま
す
。
地
球
温
暖
化

の
影
響
と
も
言
わ
れ
て
い
ま
す
が
、
近
年

で
は
、
大
型
の
台
風
や
局
地
的
な
豪
雨
が

頻
発
す
る
な
ど
自
然
災
害
の
脅
威
は
増
す

一
方
で
す
。
ま
た
、
冬
か
ら
春
に
か
け
て

は
特
に
山
火
事
の
発
生
が
多
く
な
り
ま
す

が
、
同
じ
10
年
間
に
は
年
間
約
４
百
ha
〜

２
千
ha
の
森
林
が
火
災
に
よ
り
焼
失
し
て

い
ま
す
。

－災害の脅威に備えるセーフティネットー
ご存知ですか、森林保険

静岡県の川島滝蔵氏ら、
森林火災保険会社の設立を計画

川島滝蔵氏、大日本山林会大会で
森林事業発展への森林火災保険会社の
必要性を提唱

山林局長鶴見左吉雄氏、大日本山林会で
森林火災保険制度確立の必要性を強調

森林火災保険に関する建議、請願が繰り返し提出される

洞爺丸台風

1912
大正元年

1916
大正５年

1919
大正８年

1937
昭和12年

1939
昭和14年

1954
昭和29年

1952
昭和27年

1956
昭和31年

1921
大正10年

林齢制限を撤廃
（全ての人工林が保険の対象に）
火災予防事業を開始

北海道にも適用

森林火災国営保険法成立
（20年生以下の人工林を対象）

森
林
保
険
制
度

85
年
の
あ
ゆ
み

地球温暖化防止や山地災害の防止、水源の涵養、木材生
産といった森林が果たす様々な役割の重要性が一層高まって
います。一方で、山火事や自然災害などの脅威は増大してい
ます。災害のリスクを一層考慮し、安心して森林づくりを進め
ていただくための「森林保険」についてご紹介します。

「森林保険」
昭和15年10月第四號
農林省山林局発行

標　板望　楼

▲ 台風で被害を受けた森林へドローンを飛ばす（伊豆大島）

北海道で稀有の災害、
甚大な風倒木被害

全国森林組合連合会が
森林火災共済を開始

『森林火災國営保險は、我
が國の林業殊に造林事業に
經濟的基礎を興ふる施設と
して、一般から多年熱心に要
望せられてゐたが、己が實現
には仲々の困難を伴ひ相當
の年月を閲して来たのであ
る。』
（山林局長村上富士太郎、
昭和13年）

火災予防事業では、山
火事巡視員や標板、警
報旗、望楼等の設置が
進められました

林野庁森林整備部計画課　／ （国研）森林研究・整備機構森林保険センター

1

東邦火災保険会社
が森林火災保険を開
始。以降、民間の森
林火災保険が続々開
始されるが保険料率
が高く、21年生以上
が主のため国営保険
への要望高まる
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ご存知ですか、森林保険　－災害の脅威に備えるセーフティネット－

第二室戸台風三八豪雪
（関東・東海地方で凍害激発）
西日本各地で集中豪雨

1959
昭和34年

1961
昭和36年

1963
昭和38年

1964
昭和39年

1965
昭和40年

1975
昭和50年

1976
昭和51年

1977
昭和52年

1978
昭和53年

1981
昭和56年

伊勢湾台風

激甚な凍害被害発生

台風第17号
有珠山噴火五六豪雪

林業基本法公布

沖縄の復帰に伴い
沖縄県への適用再開

気象災を対象に追加
森林国営保険に名称変更

噴火災を対象に追加

森林火災国営保険チラシ
（昭和30年頃、林野庁発行）

干害、凍害のリーフレット（昭和45年林野庁発行）昭和58年森林国営保険ポスター

昭和38年の雪害昭和55年12月の雪害

岩手県三陸海岸で
大規模林野火災、約17千ha焼失

近畿地方で異常降雪による
冠雪害被害発生
（冠雪害の被害額約123億円）

林野関係被害額
480億円を超える

高齢級の森林を中心に甚大な被害
被害額700億円を超える

森林火災共済に気象災害が
加わり、全森連共済となる

「国は、災害による損失の合
理的な補てん等必要な施策を
講ずるものとする。」

2

3
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森
林
保
険
を
活
用
し
て

　
安
心
し
て
森
林
づ
く
り
を

収
穫
期
を
迎
え
た
高
齢
級
の
森
林
で

は
、
風
害
や
水
害
に
よ
る
被
害
が
甚
大
に

な
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
主
伐
後

の
新
植
地
で
は
干
害
や
凍
害
の
被
害
を
受

け
や
す
く
な
り
ま
す
。
そ
の
た
め
、
間
伐

後
や
新
植
後
な
ど
、
被
害
を
受
け
や
す
い

時
期
に
は
特
に
森
林
保
険
で
備
え
て
い
た

だ
く
こ
と
が
有
効
で
す
。

「
入
っ
て
お
け
ば
よ
か
っ
た
」
で
は
な

く
「
入
っ
て
い
て
よ
か
っ
た
」
と
、
安
心

し
て
森
林
づ
く
り
を
進
め
て
い
た
だ
く
た

め
に
、
ぜ
ひ
森
林
保
険
の
活
用
を
ご
検
討

く
だ
さ
い
。

東北地方等で
大規模林野火災

高齢級の森林を中心に
甚大な被害
被害額2千億円を超える

全森連共済が
引受を停止 三宅島噴火

雲仙岳噴火
台風第17～19号

1983
昭和58年

1991
平成３年

2000
平成12年

2005
平成17年

2017
平成29年

2015
平成27年

2019
令和元年

2018
平成30年

2021
令和2年

2001
平成13年

※平成29年度より、(国研)森林研究・整備機構森林保険センター

森林保険業務の主体が政府から
(国研)森林総合研究所森林保険センター※へ

昭和62年
森林国営保険ポスター平成16年台風による風害ハンドブック「写真でみる林木の気象害と判定法」

平成31年3月森林総合研究所発行

毎年のように大規模な豪雨災害や土砂災害が発生するなかで、森林保険センターではドロ
ーン等を活用し、森林保険契約地の損害状況を、迅速に、効率的に把握することで、保険金
お支払いまでの期間短縮を図っています。
被害を受けた森林の保険金額を査定する際には、損害状況を正確に調査する必要があり
ますが、急傾斜地の調査には滑落や土砂崩壊による危険を伴います。また、大規模災害では
道路の寸断によりなかなか森林にアクセスできないなどにより、保険金のお支払いまでの期
間の長期化につながっていました。
森林保険センターでは、森林総合研究所と連携してこの課題に取り組み、平成29年7月九
州北部豪雨や令和2年7月豪雨による大規模水害、山火事により被災した森林の調査にドロ
ーンを活用し、迅速な保険金のお支払いに努めています。
これらの森林損害調査は、損害調査員として認定された森林組合連合会や森林組合の職
員が担っています。損害調査員が調査技術を習得するため、森林保険センターと森林総合研
究所によるドローン調査技術や画像処理技術の実践的な講習も行っており、令和3年度には
ドローンを活用した保険金支払い実績は１府11県で計約7,300万円となりました。

ドローンを活用した森林損害調査 少しでも早く保険金を

お届けするために

森林保険に
名称変更
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購入した立木は販売までの間、棚卸資産となります
が、この資産が伐採までの間に山林火災や風雪害に
あってしまったらと心配していました。そんな時に、た
またま森林保険パンフレットを目にして加入を決めま
した。
立木の仕入金額の相当分だけ加入でき、保険料も
その分抑えられ、損害もカバーできて、とても安心で
きます。

矢板市では、「2050年ゼロカーボンシティ」を宣言し、森林
吸収源対策として、森林環境譲与税を活用した様々な取組や森
林経営管理制度に基づく森林整備を進めています（「林野」令
和4年5月号参照）。
森林経営管理制度の取組において、林業経営に適さない人
工林については矢板市が保育間伐を実施しており、間伐直後の
災害リスクに備えるため、間伐実施に合わせて森林保険に加入
しています。

ご存知ですか、森林保険　－災害の脅威に備えるセーフティネット－

森林保険の
ご利用者の声

森林保険制度について

備えて安心
森林保険

間伐後の自然災害リスクに森林保険で備えています

山林火災や風倒木のニュースを聞くたび、
購入した立木の場所ではないか心配でした

栃木県矢板市栃木県矢板市

青森市の素材生産業者

ご相談の際は、森林が所在
する都道府県、樹種、林齢、
面積をお知らせください。

所定の講習を受けた損害調
査員（森林保険実査業務実施
適格者）が調査を行います。

森林保険センター

• 保険企画課 ・・・企画調整・広報等
•保険経理課 ・・・会計経理等

•リスク管理室・・・森林保険業務に係わる
                             リスクの管理等

 

• 保険推進課 ・・・加入促進等
•保険業務課 ・・・保険契約のお引き受け、
                             保険金のお支払い等

・・・・・・・・・

保険契約者・被保険者（森林所有者）
個人、法人どなたでも保険契約者になることができます。
被保険者は、森林所有者に限られます。

国
森林保険制度の企画立案、債務保証

（異常災害時）
民間金融機関からの借入等

（国研）森林研究・整備機構
• 森林総合研究所
• 森林総合研究所林木育種センター
• 森林整備センター

保険契約

災害発生
損害発生通知

保険金の
お支払い

申込み
保険料の納入

損害調査
損害調査報告

契約のお申込み
保険料のお支払い

最寄りの森林組合、森林組合連合会
森林組合・森林組合連合会は、森林保険センターとの
委託契約に基づき、森林保険の窓口として業務を行っています。

対象となる災害
干害水害 雪害 潮害凍害風害 噴火災火災

◆森林保険のお問合せ◆

電話：044-382-3500　URL：https://www.ffpri.affrc.go.jp/fic/
お近くの森林組合や森林組合連合会又は(国研)森林研究・整備機構森林保険センタ－

ウェブサイトは
こちらから

● 加入できる森林
　人工的に成立させた森林
が加入できます。天然林で
も、間伐等の人手が加えら
れた森林 ( 育成林 ) は対象
となります。

● 加入できる方
　個人、法人問わずどなた
でもご契約できます。
　ただし、保険金のお受け
取りは森林所有者に限られ
ます。

● 保険料
　森林の所在する都道府
県・樹種・林齢・面積や契
約者のご希望を基に保険金
額を決定し、それに保険料
率をかけて保険料を決定し
ます。
　標準的な例では、植栽後
１年のスギ林１ha で保険金
額が 101万円の場合、保険
料は4,332円となります。

● 保険料の割引もあります
 ・長期割引
 ・継続割引
 ・花粉症対策苗木割引

● お申込み先
　加入する森林が所在する
最寄りの森林組合又は森林
組合連合会でお申込みくだ
さい。

大きな災害が発生し、保険金の支払いが多大となった場合も安定した運
営が確保できるよう、国による債務保証が法律に定められるなど、国の
関与のもとで公的な保険制度として運用されています。

保育間伐実施後の
森林
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